
「政策合意等における４年間の目標数値」の進捗状況

指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 ２２年度の現状（見込み）
２２年度末
までの目標

達成見込

【元気な社会】　４４項目

1

[教育]

学級編制基準の見直し ―

（小学１、２年生）
　36人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５年生）　　40人学級
（小学６年生）　　36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）36人学級

（小学１、２年生）
　35人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５、６年生）36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）35人学級

（小学１、２年生）
　34人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５、６年生）36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）34人学級

（小学１、２年生）
　33人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５、６年生）36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）33人学級

（小学１、２年生）
　33人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５、６年生）36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）33人学級

（小学１、２年生）
　33人以上の学級に非常勤
　講師配置
（小学５、６年生）36人学級
（中学１年生）　　30人学級
（中学２、３年生）33人学級

達成

2
「福井型コミュニティ・スクール」の
実施校数（小中学校）
（※）

１３３校
全小中学校

（２９１校）
全小中学校

（２８９校）
全小中学校

（２８３校）
全小中学校

（２７９校）
全小中学校

（２７９校）
全小中学校

（２７９校）
達成

3
学力の向上
県学力調査で「授業が分かる」と答え
る児童・生徒の割合

―
小学校　７７．３％
中学校　５７．１％

小学校　７６．９％
中学校　５６．５％

小学校　７７．２％
中学校　５７．８％

小学校　８０％以上
中学校　６０％以上

小学校　７７％
中学校　５７％

【見込み】

小学校　８０％以上
中学校　６０％以上

達成困難

4
英語授業時間の半分以上英語を使用す
る学校の割合（中学校３年生）

３９.５％ ４３.４％ ４８％ ４９％ ５０％以上
５０％

【見込み】
５０％以上 達成可能

5
小中学校における不登校児童・生徒の
割合

（小学校）０．３２％
（１６０人）

（中学校）２．４９％
（６２６人）

（小学校）０．３８％
（１８３人）

（中学校）２．６４％
（６６５人）

（小学校）０．３２％
（１５３人）

（中学校）２．６１％
（６５５人）

（小学校）０．３４％
（１６０人）

（中学校）２．５４％
（６３７人）

（小学校）０．３０％以下
（１４０人以下）

（中学校）２．４５％以下
（６００人以下）

（小学校）０．３０％
（１４０人）【見込み】

（中学校）２．４５％
（６００人）【見込み】

（小学校）０．３０％以下
（１４０人以下）

（中学校）２．４５％以下
（６００人以下）

達成可能

6 高校生の就職３年後の離職率 ４２.２％ ４４.８％ ４３.７％ ４０.９％ ４０％未満 ３９.４％ ４０％未満 達成

7 地場産学校給食の実施校数（※） ２４４校 ２４５校 ２７１校 ２８５校 ２８９校 ２８９校
すべての学校給食実施校

（２８９校）
達成

8
学校給食地場産食材利用率（重量ベー
ス）

－ － ３１．５％ ３５．４％ ３７％
３７％

【見込み】
３５％

⇒３７％
達成可能

9 学校給食が好きな子どもの割合 ６３.４％ ６１.３％ ６４．１％ ５５．６％ ８０％
８０％

【見込み】
８０％ 達成可能

10 [文化]
県立音楽堂等で第一級の芸術・文化を
直接体験する子ども（小・中・高校
生）の数

４万６千人／年 ５万８千人／年 ６万人／年 ７．５万人／年 ６.５万人／年
６.５万人／年

【見込み】
５万人／年

⇒６.５万人／年
達成可能

11 県立図書館の図書貸出冊数 ８６万１千冊／年 ８３万５千冊／年 ８５万６千冊／年 ８９万４千冊／年 ９０万冊／年
９０万冊／年

【見込み】
９０万冊／年 達成可能

12 [教育]
大学連携リーグによる連携研究件数
（新規採択件数）

― １２件
２年間で２２件

（２０年度１０件）
３年間で３４件

（２１年度１２件）
４年間で４０件

（２２年度６件）
４年間で４２件

（２２年度８件）
４年間で２０件

⇒４年間で４０件
達成

13
[ ス ポ ー
ツ]

日本体育協会が公認する上級指導員、
上級コーチ数

９１人 ８５人 　８８人 ９３人 １２０人以上
１２５人

【見込み】
１２０人以上 達成可能

14 総合型地域スポーツクラブ数 １０クラブ １３クラブ １７クラブ １８クラブ ２０クラブ
２０クラブ
【見込み】

１７クラブ
⇒２０クラブ

達成可能

15
[ 女 性 の
活躍・安
心]

女性の活躍を積極的に促進する企業数 ― ２２社
２年間で３７社

（２０年度１５社）
３年間で５０社

（２１年度１３社）
４年間で６０社

（２２年度１０社）

４年間で６０社
（２２年度１０社）

【見込み】

４年間で５５社
⇒４年間で６０社

達成可能

16
女性に配慮した診察を行う病院または
診療所の数

４か所 ６か所 ８か所 １１か所 １５か所
１５か所

【見込み】
１５か所 達成可能

17 [子育て] 放課後子どもクラブ実施校区数（※） １８４校区 １９１校区 １９５校区
１９５校区

（２０５校区中）
２０３校区

（２０３校区中）
２０３校区

（２０３校区中）
全小学校区

（２０３校区）
達成

18 すみずみ子育てサポート事業利用者数 ２３,００７人／年 ２８，６２７人／年 ４４，５４０人／年 ４４，９７８人／年 ４５，０００人／年
４５，０００人

【見込み】
２８，０００人／年

⇒４５，０００人／年
達成可能

19 ママ・ファースト運動協力店舗数 ― ７０５店舗 ８２２店舗 １，８１４店舗 １，９００店舗
２，０２０店舖

【見込み】
１，０００店舗

⇒１，９００店舗
達成

20
毎日家族と一緒に夕食を食べる家庭の
割合

― ― ６５％ ― ７０％
７０％

【見込み】
７０％ 達成可能

21
一般事業主行動計画策定企業数
（従業員10～300人）

２５３社 ２９７社 ４５０社 ５１６社 ５５０社
５５０社

【見込み】
３３０社

⇒５５０社
達成可能

22
出会い・交流イベント参加により出会
いの機会を得る人数

７７０人／年 １，３1０人／年 １，７２１人／年 １，９１５人／年 ３，０００人／年
２，４００人／年

【見込み】
１，２００人／年

⇒３，０００人／年
達成困難

23
歩行者等の安全な通行を確保する必要
性の高い「あんしん歩行エリア」内の
歩道延長

累計２８ｋｍ 累計３１ｋｍ 累計３５ｋｍ 累計３８ｋｍ 累計４０ｋｍ
累計４０ｋｍ

【見込み】
累計４０ｋｍ 達成可能

24
[健康・
長寿]

食育に関心のある人の割合 ７７％ ８５．６％ ８７.２％ ８９．５％ ９０％
９０％

【見込み】
９０％ 達成可能

25 福井県版ＨＡＣＣＰ認証施設の増加 ３０施設 ４５施設 　　５２施設 ６７施設 　　７５施設
７６施設

【見込み】
　　７５施設 達成可能

26 県民が住宅に満足を感じる割合
６０％

（平成１５年度）
６６％ ６７％ ７２％ 　７４％以上

７４％以上
【見込み】

　７０％以上
⇒７４％以上

達成可能

27 [医療]
がん検診受診者数
（各がん検診受診者の合計）

４１６千人／年 ４４４千人／年 ４７２千人／年 ５２７千人／年 ６２５千人／年
６２５千人／年

【見込み】
６２５千人／年 達成可能

28
[健康・
長寿]

高齢者の元気生活率
（※）

(75～79歳）８８.５％ (75～79歳）８８.８％ (75～79歳）　８９．０％ （75～79歳）８９．２％ （75～79歳）　約９０％
(75～79歳)  ９０.０％

【見込み】
（75～79歳）　約９０％ 達成困難

28.1 (80～84歳） ７５％ (80～84歳） ７６.３％ (80～84歳）　７７．０％ (80～84歳）７６．５％ (80～84歳）　約８０％
(80～84歳)  ７６.１％

【見込み】
(80～84歳）　約８０％

29 運動習慣のある者の割合（推計人数）
（男性）２７.３％

      （８５千人）
― ―

２１年度の調査結果

（男性）３８．５％

（男性）　　４０％以上
(１２０千人以上)

（男性）４０％
【見込み】

（男性）　　４０％以上
(１２０千人以上)

達成可能

29.1
（女性）２８.５％

  　  （９８千人）
（女性）３０．０％

（女性）　　３５％以上
(１２０千人以上)

（女性）３５％
【見込み】

（女性）　　３５％以上
(１２０千人以上)

30 喫煙率（推計人数） （男性）４２.０％ ― ―
２１年度の調査結果

（男性）３６．５％
（男性）３５％以下

（男性）３５％
【見込み】

（男性）３５％以下 達成可能

30.1 （女性）　６.２％ （女性）　８．５％ （女性）　４％以下
（女性）　４％

【見込み】
（女性）　４％以下

31 こころの健康検査チェック受診者 　　―
ストレスチェック票、判断
マニュアル等の開発

６２，１４０人
２０年度～２１年度で

１５５，３１４人
（２１年度９３，１７４人）

２０年度～２２年度で
２８万人

（２２年度１２４，６８６人）

２０年度～２２年度で
２８万人

（２２年度１２４，６８６人）

【見込み】

２０年度～２２年度で
２８万人

達成可能

32 [医療] 新たな医師確保対策による医師充足数 ― ４人
２年間で９人

（２０年度５人）
３年間で１４人

（２１年度５人）
４年間で２０人

（２２年度６人）

４年間で２２人
（２２年度８人）

【見込み】
４年間で２０人 達成
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指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 ２２年度の現状（見込み）
２２年度末
までの目標

達成見込

33
[ 健 康 ・
長寿]

介護施設に真に入所を必要とする待機
者数（※）

待機者ゼロ 待機者ゼロ 待機者ゼロ 待機者ゼロ 待機者ゼロを維持
待機ゼロ

【見込み】
待機者ゼロを維持 達成可能

34 在宅介護サービス利用者数 １８，０００人 １８，９８４人 ２０，１１５人 ２１，３４０人 ２２，０００人
２２，２００人

【見込み】
２２，０００人 達成可能

35 [福祉]
ボランティア活動の年間行動者率（推
計人数）

３６.６％
（２５５千人）

―
４８．１％

（３３３千人）
５４．５％

（３７７千人）
５５％以上

（３８０千人）
５５％

【見込み】

５０％以上
（３５０千人）

⇒５５％以上
（３８０千人）

達成可能

36 授産賃金（月収入）の倍増（※） 　１５，５００円 １８,２００円 ２０，８００円 ２２，２００円 ３０，０００円
２７，０００円

【見込み】
３０，０００円 達成困難

37
障害者グループホーム・ケアホームへ
の入居者数

　　　３０２人 ３６３人 ４４６人 ５６９人 ６３０人
６４２人

【見込み】
５５０人

⇒６３０人
達成可能

38
ハートフル専用パーキングを設けてい
る施設数

－ ４５６施設 ５９６施設 ７１０施設 ８００施設
８００施設
【見込み】

８００施設 達成可能

39
[ 交 通 安
全]

交通事故死者数
６４人／年

（平成１８年）
６０人／年

（平成１９年）
５５人／年

（平成２０年）
５４人／年

（平成２１年）
６０人／年以下
（平成２２年）

３８人／年
【平成22年12月16日現在】

６０人／年以下 達成可能

40 [防災] 民間事業者等との防災協定数 ２３社 ４７社 ４９社 ５１社 ５１社 ５１社
３５社

⇒５１社
達成

41 必要な治水対策が完成する河川数 （２５河川改修中） １河川改修完了
２年間で３河川改修完了

（２０年度２河川改修完了）
３年間で６河川改修完了

（２１年度３河川改修完了）
４年間で７河川改修完了

（２２年度１河川改修完了）

４年間で７河川改修完了
（２２年度１河川改修完了）

【見込み】

４年間で
７河川改修完了

達成可能

42 洪水、土砂災害ハザードマップの作成 ４市町 １１市町 １３市町
１７市町

（全市町）
１７市町

（全市町）
１７市町

（全市町）
１７市町

（全市町）
達成

43 土砂災害対策を実施する箇所 （１６２か所整備中） ４１か所整備
２年間で

６３か所整備
（２０年度２２か所整備）

３年間で
８６か所整備

（２１年度２３か所整備）

４年間で
１００か所整備

（２２年度１４か所整備）

４年間で
１０７か所整備

（22年度21か所整備）
【見込み】

４年間で
１００か所整備

達成可能

44 消雪設備の整備延長 ２７６ｋｍ ２８６ｋｍ ２９４ｋｍ ３０２ｋｍ ３１０ｋｍ
３１０ｋｍ
【見込み】

３１０ｋｍ 達成可能

【元気な産業】　３６項目

45
[ 産 業 活
性化]

産学官の連携・協力による次世代技術
産業の売上額

１００億円 １６５億円 １７０億円 １６４億円 ３００億円
２５３億円
【見込み】

３００億円 達成困難

46
[ 企 業 誘
致]

県内に立地する企業数
３６社／年

（平成１８年）
２６社／年

（平成１９年）
２年間で５２社

（２０年２６社）
３年間で６８社

（２１年１６社）
４年間で１００社
（２２年３２社）

４年間で８８社
（２２年２０社）

【見込み】
４年間で１００社 達成困難

47
テクノポート福井における新規立地お
よび設備投資

１７社／年 １３社／年
２年間で２６社

（２０年度１３社）
３年間で３４社

（２１年度８社）
４年間で４０社

（２２年度６社）

４年間で４０社
（２２年度６社）

【見込み】
４年間で４０社 達成可能

48
テクノポート福井における新規雇用者
数

１２５人／年 １７１人／年
２年間で２９２人

（２０年度１２１人）
３年間で３５８人

（２１年度６６人）
４年間で４００人

（２２年度４２人）

４年間で４００人
（２２年度４２人）

【見込み】
４年間で４００人 達成可能

49
[ 産 業 活
性化]

「ふくいの逸品創造ファンド」等によ
り創出する新規事業数（※）

－ １４事業
２年間で４１事業

（２０年度２７事業）
３年間で８５事業

（２１年度４４事業）
４年間で１１０事業

（２２年度２５事業）

１１９事業
（２２年度３４事業）

【見込み】

４年間で１００事業
⇒４年間で１１０事業

達成

50
眼鏡の製造品出荷額等（眼鏡技術を活
かした新たな分野を含む）

約７８０億円／年
（平成１７年）

７９１億円／年 ８０1億円／年 ６２０億円／年 １，０００億円／年
５９０億円／年

【見込み】
１，０００億円／年 達成困難

51
眼鏡枠の生産全体に占める自社ブラン
ド等の生産比率（金額ベース）

約２０％
（平成１７年）

２２．５％ ２６％ ２６％ ３０％
３０％

【見込み】
３０％ 達成可能

52 繊維製品の衣料分野での自販率の割合
約４５％

（平成１６年）
４８％

（平成１８年）
５１％ ５２％ ５２％

５３％
【見込み】

５０％超 達成可能

53
繊維製品生産全体に占める新分野展開
（非衣料）への割合

約４０％
（平成１７年）

４３％ ４３％ ４３％ ５０％
４７％

【見込み】
５０％ 達成困難

54
県の支援により東アジアに輸出を行う
企業数

１５５社
（平成１７年）

１０社
２年間で２４社

（２０年度１４社）
３年間で４０社

（２１年度１６社）
４年間で５６社

（２２年度１６社）
４年間で５６社創出

【見込み】
４年間で５０社創出

⇒４年間で５６社創出
達成可能

55 東アジアへの県内企業の輸出額
１，３５０億円
（平成１８年）

１，３８６億円 １，３２３億円
１，０６０億円

（推計）
１，７５０億円

１，０６０億円
【見込み】

１，７５０億円 達成困難

56 [雇用] 労働力人口（※）
４４万３千人

（平成１８年）
４４万１千人

（平成１９年）
４３万８千人

（平成２０年）
４４万３千人

（平成２１年）
４４万人

（平成２２年）
４４万人

【見込み】
４４万人を維持 達成可能

57 ジョブカフェ利用の就職人数 １,３９６人／年 １，５９９人／年
２年間で３，４３８人

　（２０年度１，８３９人）
３年間で５，３３０人

（２１年度１，８９２人）
４年間で７，０００人

（２２年度１，６７０人）

４年間で７，０００人
（２２年度１，６７０人）

【見込み】
４年間で７,０００人 達成可能

58
正社員転換の実績（過去３年以内）が
ある企業（従業員５人以上）の割合

― ２０．８％ １７.１％ ２５．１％ ３０％
３０％

【見込み】
３０％ 達成可能

59 [商業] 計画に基づき活力を取り戻す商店街数 ― ２か所 ４か所 ６か所 ８か所 ８か所 ８か所 達成

60 [観光] 観光客入込数（※） 　９８５万人／年 　９９３万人／年 １，０２６万人／年 １，０４４万人／年 １，０６０万人／年
１，０６４万人／年

【見込み】
１，０００万人／年

⇒１，０６０万人／年
達成可能

61 観光消費額 ８２５億円／年 ８０９億円／年 ８４０億円／年 ８２４億円／年 ９００億円／年
８４０億円／年

【見込み】
９００億円／年 達成困難

62
県外からの教育旅行（体験学習・合宿
等）者数

６，６２７人／年 ９，８８９人／年 １２，２００人／年 １６，３６６人／年 ２０，０００人／年
４０，０００人／年

【見込み】
１０，０００人／年

⇒２０，０００人／年
達成可能

63 外国人宿泊客数 ― ２６，５８０人／年 ２１，７９０人／年 １６，０１０人／年 ５３，０００人／年
２２，０００人/年

【見込み】
５３，０００人／年 達成困難

64 コンベンションの開催回数 １７３回／年 １８０回／年 １８０回／年 １９６回／年 ２１０回／年
２１０回

【見込み】
２００回／年

⇒２１０回／年
達成可能

65
[ 産 業 活
性化]

共同研究等により創出される原子力・
エネルギー関連技術分野の新製品数

（１件）
（平成17～18年度）

４件
２年間で６件

（２０年度２件）
３年間で１０件

（２１年度４件）
４年間で１４件

（２２年度４件）

４年間で１４件
（２２年度４件）

【見込み】

４年間で１０件
⇒４年間で１４件

達成可能

66
[ 企 業 誘
致]

嶺南地域に新たに立地する企業数
（１５社）

（平成１７～１８年）
７社

（平成１９年）
２年間で１２社
（２０年５社）

３年間で１７社
（２１年５社）

４年間で２０社
（２２年３社）

４年間で２２社
（２２年５社）

【見込み】
４年間で２０社 達成可能

67 [農業] 認定農業者等への農地集積率（※） ４０％ ４５％ ５０.２％ ５５．０２％ ６０％以上
６０％

【見込み】
６０％ 達成可能

68 園芸産出額 １００億円／年 １０７億円／年 １１２億円／年 １１６億円／年 １２０億円／年
１２０億円／年

【見込み】
１２０億円／年 達成可能
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指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 ２２年度の現状（見込み）
２２年度末
までの目標

達成見込

69
地域農業サポート体制に基づいて農業
を行う集落数

－ ７集落 ３３８集落 ５７３集落 ６６０集落
６７６集落
【見込み】

３６０集落
⇒６６０集落

達成可能

70 県の支援による新規就農者数 （３２人／年） ４２人／年
２年間で８２人

（２０年度４０人）
３年間で１２２人

（２１年度４０人）
４年間で１６２人

（２２年度４０人）

４年間で１６２人
(２２年度４０人)

【見込み】

４年間で１６０人
⇒４年間で１６２人

達成可能

71 農産物直売所販売額 １１.２億円／年 １３．７億円／年 １５.０億円／年 １７．３億円／年 １８億円／年
１８億円／年

【見込み】
１６億円／年

⇒１８億円／年
達成可能

72 エコ農産物認定面積 － １，７２７ｈａ
２年間で２，３６０ｈａ
（２０年度６３３ｈａ）

３年間で３，４９６ｈａ
（２１年度１，１３６ｈａ）

４年間で１１，０００ｈａ
（２２年度７，５０４ｈａ）

４年間で１１，０００ｈａ
（２２年度７，５０４ｈａ）

【見込み】
４年間で１１，０００ｈａ 達成可能

73
エコ・グリーンツーリズムによる交流
人口

１８万人／年 １９．４万人／年 　　　　２０.１万人／年 ２１．１万人／年 ２２万人／年
２２万人／年

【見込み】
２２万人／年 達成可能

74
県の支援による都市圏への新たな取引
件数

－ ２２件
　　　２年間で３３件

（２０年度１１件）
３年間で４４件

（２１年度１１件）
４年間で５５件

（２２年度１１件）

４年間で５５件
（２２年度１１件）

【見込み】

４年間で５０件
⇒４年間で５５件

達成可能

75
県産食材を活用した新商品開発による
販売額

１１百万円／年 ２３百万円／年 　　　４４百万円／年 ５０．１百万／年 ５５百万円／年
５５百万円／年

【見込み】
３０百万円／年

⇒５５百万円／年
達成可能

76 [林業]
全国植樹祭および県民運動等への県民
の総参加

（２.８万人／年） ４．６万人／年
２年間で１０．５万人

　（２０年度５．９万人）
３年間で１７．９万人

（２１年度７．４万人）
４年間で２２万人

（２２年度４．１万人）

２２万人
（２２年度４．１）

【見込み】

４年間で１５万人参加
⇒４年間で２２万人参加

達成可能

77 県産材利用率
５５.６％

（平成１７年）
６５％ ６３％ ７４％ ７５％

７５％
【見込み】

６０％
⇒７５％

達成可能

78
「山ぎわ」対策により鳥獣被害を防止
する集落数

－ １０５集落 ２１６集落 ３２４集落 ４００集落
４１５集落
【見込み】

４００集落 達成可能

79 鳥獣害による農作物被害面積 ４５６ｈａ ４３１ｈａ ４３０ｈａ ４４６ｈａ ３９０ｈａ
３９０ｈａ
【見込み】

３９０ｈａ 達成可能

80 [水産業] 漁家民宿への宿泊客数 ３３万人／年 ３３万人／年 ３４万人／年 ３６．２万人／年 ３７万人／年
３７万人／年

【見込み】
３７万人／年 達成可能

【元気な県土】　１１項目

81 [交通] 舞鶴若狭自動車道の事業進捗
小浜西・敦賀間
用地買収９８％

用地買収約９９％ 用地買収９９．７％ 用地買収約１００％

用地買収約１００％

工事促進
（小浜西・小浜間）

舗装工事着手
（小浜・敦賀間）
敦賀JCT工事着手

用地買収約１００％

工事促進
（小浜西・小浜間）

舗装工事着手
（小浜・敦賀間）
敦賀JCT工事着手

用地買収約１００％ 達成

82 中部縦貫自動車道の整備
越坂トンネル、

永平寺西・東間開通
　　　　３．２ｋｍ区間

勝山・大野間の用地買収
約９９％

上志比・勝山間の開通７．９㎞
大野東・和泉間の新規事業

採択１４㎞区間

福井北・大野間
用地買収９４％

大野東・和泉間の現地調査

支障物件移設着手
（福井北・永平寺西間）

工事促進
（永平寺東・上志比間）

(勝山・大野間）
地元設計協議着手

（大野東・和泉間）

支障物件移設着手
（福井北・永平寺西間）

工事促進
（永平寺東・上志比間）

(勝山・大野間）
地元設計協議着手

（大野東・和泉間）

未着工区間の着工
（福井北・永平寺西間）
（永平寺東・上志比間）

（大野東・和泉間）

達成

83
福井空港外来機利用状況
（年間着陸回数）

１，３７４回／年 １，３５７回／年 １，３４８回／年 １，５４２回／年 １，６００回／年
　１，６００回／年

【見込み】
１，６００回／年

（約２割増）
達成可能

84
[ ま ち づ
くり]

コンパクトシティを目指し、郊外での
大規模集客施設立地を規制する市町数

－ ５市 ５市 ５市 ６市
６市

【見込み】
６市町 達成可能

85 [交通] 県内公共交通機関利用者数 ２，２３０万人／年 ２，２２２万人／年 ２，２３１万人／年 ２，１４６万人／年 ２，２５０万人／年
２，２５０万人／年

【見込み】
２，２５０万人／年

（２０万人増）
達成可能

86
[社会資
本整備]

県内の主要道路の供用路線数 － ３路線
２年間で１１路線

（２０年度８路線）
３年間で１７路線

（２１年度６路線）
４年間で２１路線

（２２年度４路線）
４年間で２１路線

（２２年度４路線）

４年間で
１４路線供用開始

⇒　　　　４年間で
２１路線供用開始

達成

87 渋滞を緩和する主要交差点数
１２か所

（平成１５～１８年度）
９か所

２年間で２２か所
（２０年度１３か所）

３年間で３２か所
（２１年度１０か所）

４年間で４０か所
（２２年度８か所）

４２か所
【見込み】

４年間で３４か所
⇒４年間で４０か所

達成可能

88
河川での草刈、清掃、花の植栽を行う
川守参加者数

７３，０００人 ７４，１７０人 ７4，５８０人 ７５，０５３人 ７５，５００人
７５，５００人

【見込み】
７５，０００人

⇒７５，５００人
達成可能

89
歩道内の清掃、除草、花の植栽、道路
の危険箇所等の情報提供を行う道守参
加者数

１７６人 ５，６２０人 １０，２９０人 １３，７２４人 １５，０００人
１５，０５０人

【見込み】
１０，０００人

⇒１５，０００人
達成

90 [交通] 敦賀港の外貿定期コンテナ数
８，１０４ＴＥＵ／年

（平成１８年）
５，５５５ＴＥＵ／年

（平成１９年）
６，０００ＴＥＵ／年

（平成２０年）
７，９９１ＴＥＵ／年

（平成２１年）
１５，０００ＴＥＵ／年

（平成２２年）

１５，０００ＴＥＵ／年
（平成２２年）

【見込み】
１５，０００ＴＥＵ／年 達成可能

91 福井港の外航船入航隻数
１９２隻／年

（平成１８年）
２０８隻／年

（平成１９年）
２０４隻／年

（平成２０年）
１１２隻／年

（平成２１年）
２２０隻／年

（平成２２年）

１１０隻／年
（平成２２年）

【見込み】
２２０隻／年 達成困難

【元気な県政】　１５項目

92
[福井ブ
ランド]

首都圏において福井県に訪れたいと思
う人の割合

― ４１．４％ ３９．１％ ５５．５％ ６０％
６０％

【見込み】
４８％

⇒６０％
達成可能

93 県立恐竜博物館の入館者数 ２９万人／年 ３８万人／年 ３９．３万人／年 ４３．８万人／年 ４７万人／年
５０万人／年

【見込み】
４０万人／年

⇒４７万人／年
達成可能

94
[Ｕター
ン・Ｉ
ターン]

福井で新たな生活を営む「新ふくい
人」
（Ｕターンセンター等を通じて福井へ移住する
者）

９９人／年 １７０人／年
２年間で３６７人

（２０年度１９７人）
３年間で５７９人

（２１年度２１２人）
４年間で８００人

（２２年度２２１人）
４年間で８２０人

【見込み】
４年間で５００人

⇒４年間で８００人
達成可能

95 ふるさとふくいに帰住する人の数 ― ― ９０８人／年
　２年間（H20～21）で

１，９２５人
（２１年度１，０１７人）

３年間（H20～22）で
２，９７５人

（２２年度１，０５０人）

３年間で２,９８０人
【見込み】

３年間（H20～22）で
２，８６０人

⇒３年間（H20～22）で
２，９７５人

達成可能

96 [環境] 温室効果ガス排出量の削減
平成２年度比で

　４．８％増
（平成１６年度）

平成２年度比で
　　　５．３％増
（平成１７年度）

平成２年度比で
３．３％増

（平成１８年度）

平成２年度比で
３．１％増

（平成１９年度）

平成２年度比で
１．０％増

（平成２０年度）

平成２年度比で
１．３％減

（平成２０年度）

平成２年度比で
３％削減

達成可能

97 環境協定の新規締結事業所数 ２事業所 ５事業所 ７事業所 ９事業所 １０事業所 １０事業所 １０事業所 達成

98 １人１日当たりごみ排出量（※）
９７９ｇ

（平成１７年度）
９８１ｇ

(平成１８年度）
９４９ｇ

(平成１９年度）
９２５ｇ

(平成２０年度）
９４０ｇ

（平成２１年度）

９０６ｇ
（平成２１年度）

【速報値】
９４０ｇ 達成可能

99
三方五湖周辺でのふゆみずたんぼ・水
田魚道実施地区数

１地区 ２地区 ５地区 ５地区 ６地区 ７地区
５地区

⇒６地区
達成

100
環境教育教材を活用した環境教育の実
施学校数

― ― ― ２１４校
延べ４３４校

（２２年度２２０校）
延べ４７５校

（２２年度２６１校）
延べ４００校

⇒延べ４３４校
達成

101
子どもの自然体験（里海での船乗り）
実施学級数

― ― ― ５０学級
延べ１００学級

（２２年度５０学級）
延べ１２２学級

（２２年度７２学級）
延べ１００学級 達成
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指標名 １８年度の現状 １９年度の現状 ２０年度の現状 ２１年度の現状 ２２年度の目標 ２２年度の現状（見込み）
２２年度末
までの目標

達成見込

102 [景観]
里地里山の保全・活用計画に基づき活
動を行う地区数

１地区 ２地区 ４地区 ６地区 ８地区 ８地区
３地区

⇒８地区
達成

103 ふくいの伝統的民家認定件数 １３０件 ２７３件 ４５４件 ６１７件 ７５０件
７５０件

【見込み】
７００件

⇒７５０件
達成可能

104
[ 情 報 基
盤]

電子申請サービス利用件数 ー ３，０００件／年 ５，５０２件／年 ９，５５３件／年 １０，０００件／年
１０，０００件／年

【見込み】
１０，０００件／年 達成可能

105
県ホームページアクセス数
　（トップページ）

１８０万件／年 ２０７万件／年 ２５７万件／年 ２７２万件／年 ２８０万件／年
２８０万件／年

【見込み】
２６０万件／年

⇒２８０万件／年
達成可能

106 携帯電話不感集落の解消 （不感集落９１集落） １９集落解消
２年間で２９集落解消

（２０年度１０集落解消）
３年間で３５集落解消

（２１年度６集落解消）
４年間で３８集落解消

（２２年度３集落解消）
４年間で４０集落解消

【見込み】
４年間で２５集落解消

⇒４年間で３８集落解消
達成可能

【行財政構造改革】　４項目

107 市町振興プロジェクトの策定件数 ―
７件

（７市町）

　２年間で９件
（９市町）

（２０年度２件）

３年間で１３件
（１３市町）

（２１年度４件）

４年間で１７件
（１７市町）

（２２年度４件）

４年間で１７件
（１７市町）

【見込み】

　１７件
（全市町）

達成可能

108
職員数（一般行政部門）
（19年度に行財政改革実行プランの改
定を踏まえ見直し）

３，１２１人 ３，０６７人 ２，９７６人 ２，９３５人 ２，８９１人
２，８９１人

【見込み】

３，０４６人
⇒２，８９１人

（平成２３年４月)
達成可能

109
財政指標
　・財政調整基金等の年度末残高

３３３億円 ２３７億円 ２４５億円 ２２４億円 ―
２１０億円
【見込み】

１００億円以上 達成可能

4月18日 　・県債の年度末残高
７，８０８億円

（臨財財除き６,４４５億円）
７，９９０億円

（臨財債除き６,４８７億円）
８，２２０億円

（臨財債除き６,５５６億円）
８，５４６億円

（臨財債除き６,５０９億円）

８,８１５億円
（臨財除き６,３４６億円）

【見込み】

平成２２年度までに残高が
増加しない財政構造を達成

109.2
　・地方財政健全化法に示す健全化
　　判断比率

（いずれも基準を達成） （いずれも基準を達成） （いずれも基準を達成）

109.3 　　　実質赤字比率 －（黒字） －（黒字） －（黒字） 早期健全化基準を達成

109.4 　　　連結実質赤字比率 ― －（黒字） －（黒字） －（黒字）

109.5 　　　実質公債費比率 １４．３％ １３．３％ １３．９％

109.6 　　　将来負担比率 　２３２．８％ ２３４．６％ ２３２．６％

110
政策推進枠予算の確保（一般財源）
（※）

― １６億円
２年間で６０億円

（２０年度４４億円）
３年間で１０４億円

（２１年度４４億円）
４年間で１５０億円

（２２年度４６億円）

４年間で１５０億円
（２２年度４６億円）

【見込み】
４年間で１５０億円 達成可能

注１　「指標名」欄の「（※）」は、福井新元気宣言に目標数値が記載されている指標。
注２　「２２年度末までの目標」欄の「⇒」は、当初設定した目標を上方修正したもので、その変更状況を示している。

【集計】　　　　
達成 21

達成可能 77
達成困難 12

計 110
達成率 89.1%
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